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１．子ども・子育てに関する本市の現状 

（１）人口の推移と将来推計 

・本市の人口は緩やかな減少傾向で推移しています。将来的にも減少が続く見込みです。 

・０～14歳人口についても減少傾向となっており、総人口に占める割合についても減少傾向

で、少子高齢化の傾向が進む見込みです。 

 

 

■年齢別人口の推移と将来推計（各年３月 31 日時点、R7 年以降が推計値） 

 
※H31～R6 年の男女別年齢各歳のコーホート変化率に基づく推計（コーホート変化率法）。０歳人口は

20～44 歳女性人口との比率（子ども女性比）に基づき算出。 

資料：住民基本台帳（令和６年まで） 

 

 

■年齢別人口割合の推移と将来推計（各年３月 31日時点、R7 年以降が推計値） 

 

資料：住民基本台帳（令和６年まで） 
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（２）子どもの人口の推移と将来推計 

・子どもの人口は、少子化の影響により減少傾向となっています。 

・低い年齢程人口が少ない状況が続いています。 

・０歳人口は、令和４年、令和５年は前年より増加しましたが、令和６年は減少しており、全体

では減少傾向となっています。 

 

■年齢別子ども人口の推移と将来推計（各年３月 31 日時点、R7年以降が推計値） 

 
 

 R1 年 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 R7 年 R8 年 R9 年 R10 年 R11 年 

０歳 658  656  610  617  652  605  596  587  578  570  564  

１歳 746  696  703  661  673  709  652  643  633  623  614  

２歳 744  762  690  734  695  692  728  670  661  650  640  

３歳 792  763  763  718  738  721  707  745  685  674  664  

４歳 790  785  765  788  718  741  725  711  749  689  679  

５歳 814  802  794  768  797  711  745  731  715  754  693  

６歳 853  812  799  813  773  800  715  750  734  720  759  

７歳 895  849  814  811  812  771  802  716  751  736  721  

８歳 862  894  855  821  824  816  777  807  721  756  741  

９歳 906  861  897  852  825  830  818  778  809  723  758  

10 歳 992  911  869  903  858  823  834  822  782  812  727  

11 歳 979  997  909  875  908  857  825  836  825  784  816  

12 歳 967  978  1,002  903  872  912  857  825  836  824  784  

13 歳 1,039  970  979  999  906  869  912  857  825  837  824  

14 歳 1,109  1,037  973  979  1,001  905  870  913  857  826  837  

就学前 4,544  4,464  4,325  4,286  4,273  4,179  4,153  4,087  4,021  3,960  3,854  

小学生 5,487  5,324  5,143  5,075  5,000  4,897  4,771  4,709  4,622  4,531  4,522  

中学生 3,115  2,985  2,954  2,881  2,779  2,686  2,639  2,595  2,518  2,487  2,445  

合計 13,146  12,773  12,422  12,242  12,052  11,762  11,563  11,391  11,161  10,978  10,821  

資料：住民基本台帳（令和６年まで） 
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（３）転出入の状況（年齢別転入超過数） 

・転入者数から転出者数を引いた転入超過数は、平成 29（2017）年～令和２（2020）年は毎年

▲150～▲300 人程度の転出超過で推移していましたが、令和３（2021）年は 259 人、令和４

（2022）年は 225 人、令和５年は 46 人とプラスに転じています。 

・令和元（2019）年～令和５（2023）年の転入超過数の合計をみると、本市は 20～29 歳では転

出超過（マイナス）となっていますが、それ以外の年齢では転入超過となっており、特に０～

９歳と 30～40 歳代の子育て世代の転入が多くなっています。 

 

 

■年齢別転入超過数（R1～R5 年合計） 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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（４）母親世代の就労状況（女性の労働力率） 

・本市の女性の労働力率（就職・休職中・求職中のいずれかの状態である割合）は年々増加し、

いわゆる M字カーブの谷が浅くなってきており、子育て期間中も就労を継続する女性の割合が

増加しています。 

・本市の子育て世代の女性の労働力率は、国・大阪府と比較すると、やや低くなっています。 

 

 

■女性労働力率の推移（平成22（2010）年～令和２（2020）年） ■女性労働力率の比較（令和２年） 

 

資料：国勢調査 
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（５）施設の充足率 

・３～５歳の教育利用については、定員の充足率が３割台で推移しています。 

・保育利用については、０歳と３～５歳では定員が利用者を上回っていますが、１～２歳につい

ては、利用者が定員を上回っています。 

・令和２年度～令和６年度の間に待機児童は発生していません。 

 

 

■就学前教育・保育施設充足率（各年４月時点） 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実
績 

Ａ 
教育利用３～５歳（１号認定・新２号認

定：幼稚園・認定こども園の幼稚園としての利用） 
482 449 415 428 393 

Ｂ 
保育利用３～５歳（２号認定：保育所・

認定こども園の保育所としての利用） 
1,244 1,215 1,195 1,225 1,233 

Ｃ 保育利用０歳（３号認定） 114 109 114 126 101 

Ｄ 保育利用１・２歳（３号認定） 707 715 684 693 715 

確
保
の
内
容 

３～

５歳

教育 

a 合計（定員） 1,401 1,401 1,331 1,271 1,271 

a-A 919 952 916 843 878 

充足率（A÷a) 34.4 32.0 31.2 33.7 30.9 

３～

５歳

保育 

b 合計（定員） 1,282 1,281 1,329 1,259 1,259 

b-B 38 66 134 34 26 

充足率（B÷b） 97.0 94.8 89.9 97.3 97.9 

０歳

保育 

c 合計（定員） 192 190 189 183 183 

c-C 78 81 75 57 82 

充足率（Ｃ÷c) 59.4 57.4 60.3 68.9 55.2 

１～

２歳

保育 

d 合計（定員） 613 646 659 635 635 

d-D ▲94 ▲69 ▲25 ▲58 ▲80 

充足率（Ｄ÷d) 115.3 110.7 103.8 109.1 112.6 

資料：羽曳野市 
 
 

■参考）３～５歳児の教育・保育事業の利用率（公民両方の幼稚園・こども園・保育園の児童数） 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

１号＋２号の人数 1,726 1,664 1,610 1,653 1,626 

３-５歳児の人口 2,350  2,322  2,274  2,253  2,173  

利用率 73.4 71.7 70.8 73.4 74.8 
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２．第３期計画におけるニーズ量の算出について 

（１）算出方法とその特徴について 

①アンケート調査結果に基づく算出方法（国の手引きに基づく手法） 

・国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き」

（平成 26 年１月）及び「第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方（改訂版 ver.1）」（令和６年３月）に準じた手法。 

・アンケート調査に基づいて設定する家庭類型と利用希望率を推計人口に乗じてニーズを算出 

 

特徴 

○アンケート調査に基づく現在の子育て世帯の意向や、潜在的なニーズを反映させることができ

る。 

●アンケートの回答状況によって、偏り（回答しない人の分布の偏りや標本誤差などの母集団と

のずれ、無回答や想定していない回答の扱い等）が生じる可能性がある。 

●アンケートで回答する「利用希望」は、将来的なニーズと現在のニーズが混在しやすく、また

実際の利用と比べると高い割合になることが多いことから、ニーズが過大に算出されることが

よくある。 

 

 

②過去の実績に基づく算出方法 

・就学前教育・保育施設の年齢段階別利用率など、直近５年程度の実績の推移に基づき、将来の

利用率を想定し、推計人口に乗じてニーズを算出する手法。 

・国においても、地域の実情に応じて、子ども・子育て会議の意見を踏まえて「手引き」に準じ

た手法以外の方法でニーズ量を算出することが認められている。 

 

特徴 

○実績に基づく推計のため、ニーズ量の算出が実態と大きく乖離することが少ない。 

○近年の利用率の変化を踏まえて、段階的に利用率を増加させていくなど、利用状況の変化に応

じた将来の想定が可能。 

●利用実績として表れない潜在的なニーズを反映することが困難。 
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（２）アンケート調査に基づく家庭類型の判定 

・国の手引きに基づき、世帯の状況や保護者の就労状況にから家庭類型を判定します。 

・、タイプＣ'、Ｄ、Ｅ'、Ｆが専業主婦（夫）家庭あるいは父母の就労時間が短い家庭、タイプ

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅが保育の必要性を受け得る家庭となります。 

 

■家庭類型の種類 

タイプ 世帯の状況と保護者のと就労状況 

タイプ A ひとり親家庭 

タイプ B フルタイム×フルタイム 

タイプ C フルタイム×パートタイム（就労時間：月 64 時間以上） 

タイプ C’ フルタイム×パートタイム（就労時間：月 64 時間未満） 

タイプ D 無業（家事専業） 

タイプ E パートタイム×パートタイム（双方の就労時間が月 64時間以上） 

タイプ E’ パートタイム×パートタイム（いずれかの就労時間が月 64時間未満） 

タイプ F 無業×無業 

 

 

※休業中の人は休業前の就業状況で分類。 
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（４）アンケート調査に基づく見込量の算定 

・見込量は、国の手引きに基づき、３～５歳の教育利用ニーズ（１号認定と新２号認定（３～５

歳の保育要件を満たす世帯）の幼稚園利用）、０歳の保育利用ニーズ（３号認定）、１～２歳の

保育利用ニーズ（３号認定）、３～５歳の保育利用ニーズ（２号認定）のそれぞれについて、

計画期間の年度ごとに算出。 

・アンケート調査に基づく家庭類型の割合と、それぞれの類型における各ニーズの割合を推計人

口に乗じてニーズ量を算出。 

 

①０歳の家庭類型別人口割合とニーズ割合 

家庭類型 
アンケート 

件数（件） 

人口割合 

（％） 

教育ニーズ 

割合（％） 

保育ニーズ 

割合（％） 

A ひとり親 9 5.1  88.9 

B フルタイム×フルタイム 87 49.7  70.1 

C フルタイム×パート要件内 25 14.3  80.0 

C' フルタイム×パート要件外 7 4.0   

D フルタイム×無職 46 26.3   

E パート×パート要件内 0 0.0  0.0 

E' パート×パート要件外 0 0.0   

F 無職×無職 1 0.6   

合計 175 100.0   

 

 

①１～２歳の家庭類型別人口割合とニーズ割合 

家庭類型 
アンケート 

件数（件） 

人口割合 

（％） 

教育ニーズ 

割合（％） 

保育ニーズ 

割合（％） 

A ひとり親 19 9.6  68.4 

B フルタイム×フルタイム 71 35.9  77.5 

C フルタイム×パート要件内 43 21.7  55.8 

C' フルタイム×パート要件外 9 4.5   

D フルタイム×無職 55 27.8   

E パート×パート要件内 0 0.0  0.0 

E' パート×パート要件外 0 0.0   

F 無職×無職 1 0.5   

合計 198 100.0   

 

  



資料 4 

9 

③３～５歳の家庭類型別人口割合とニーズ割合 

家庭類型 
アンケート 

件数（件） 

人口割合 

（％） 

教育ニーズ 

割合（％） 

保育ニーズ 

割合（％） 

A ひとり親 24 9.6 33.3 62.5 

B フルタイム×フルタイム 94 35.9 21.3 68.1 

C フルタイム×パート要件内 55 21.7 34.5 56.4 

C' フルタイム×パート要件外 20 4.5 90.0 0.0 

D フルタイム×無職 72 27.8 83.3 0.0 

E パート×パート要件内 0 0.0 0.0 0.0 

E' パート×パート要件外 0 0.0 0.0 0.0 

F 無職×無職 3 0.5 100.0 0.0 

合計 268 100.0   

※下線は新２号認定（保育要件を満たすが教育を希望）の割合 

 

 

④アンケート調査に基づくニーズ量算出結果 

 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

教育ニーズ 1,039  1,044  1,026  1,012  973  

 １号認定（３～５歳） 657 661 649 640 616 

 新２号認定（３～５歳） 382 384 377 371 357 

保育ニーズ 1,838  1,807  1,777  1,749  1,705  

 ３号認定（０歳） 303  299  294  289  287  

 ３号認定（１～２歳） 641  610  601  591  583  

 ２号認定（３～５歳） 894  898  882  869  835  

 

⇒教育利用は、令和元年度～令和６年度にかけて、おおむね 400～500 人と減少傾向で推移して

おり、上記の見込量は明らかに過大な結果となっています。保育利用は、令和元年度～令和６

年度にかけて、０歳は 100～120 人、１～２歳は 700 人前後、３～５歳は 1,200 人前後で推移

しており、０歳は実績を大きく上回り、１～５歳は実績を下回る見込量となっています。 
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（５）利用実績に基づく見込量の算定 

・年齢別教育・保育利用者数の実績に基づき、人口に占める利用率を算出し、計画期間（令和７

年度～令和 11年度）の利用率を設定。 

・設定した利用率に推計人口を乗じて、見込量を算出。 

 

①保育利用者数 

・保育利用率は上昇傾向となっており、今後もある程度上昇が継続すると想定して、推計期間の

利用率を設定。 

 

実績値 推計値 

H31 年 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 R7 年 R8 年 R9 年 R10 年 R11 年 

人
数
（
人
） 

0 歳 123 114 109 114 126 101 119 120 121 123 124 

1 歳 307 322 342 308 309 347 326 325 323 321 319 

2 歳 367 385 373 376 384 368 408 379 377 374 371 

3 歳 398 402 392 387 414 407 410 436 404 401 398 

4 歳 410 420 405 405 407 425 421 416 442 410 407 

5 歳 397 422 418 403 404 401 432 428 422 449 416 

利
用
率
（
％
） 

0 歳 18.7 17.4 17.9 18.5 19.3 16.7 20.0 20.5 21.0 21.5 22.0 

1 歳 41.2 46.3 48.6 46.6 45.9 48.9 50.0 50.5 51.0 51.5 52.0 

2 歳 49.3 50.5 54.1 51.2 55.3 53.2 56.0 56.5 57.0 57.5 58.0 

3 歳 50.3 52.7 51.4 53.9 56.1 56.4 58.0 58.5 59.0 59.5 60.0 

4 歳 51.9 53.5 52.9 51.4 56.7 57.4 58.0 58.5 59.0 59.5 60.0 

5 歳 48.8 52.6 52.6 52.5 50.7 56.4 58.0 58.5 59.0 59.5 60.0 

 

 

②教育利用者数（全体） 

・教育利用率は、３歳では上昇傾向、４、５歳では下降傾向。 

・３歳の利用率は今後も上昇、４、５歳の利用率は令和４年以降ほぼ横ばいであることから、今

後は横ばいと想定して、推計期間の利用率を設定。 

 

実績値 推計値 

H31 年 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 R7 年 R8 年 R9 年 R10 年 R11 年 

人
数
（
人
） 

3 歳 83 90 106 97 118 101 106 115 110 111 113 

4 歳 187 195 146 168 137 148 145 142 150 138 136 

5 歳 220 197 197 150 173 144 149 146 143 151 139 

利
用
率
（
％
） 

3 歳 10.5 11.8 13.9 13.5 16.0 14.0 15.0 15.5 16.0 16.5 17.0 

4 歳 23.7 24.8 19.1 21.3 19.1 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 

5 歳 27.0 24.6 24.8 19.5 21.7 20.3 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 
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③教育利用者数（新２号） 

・新２号認定（保育要件を満たす世帯の教育利用）は利用率が上昇傾向となっており、今後も上

昇が続くと想定して推計期間の利用率を設定。 

 

実績値 推計値 

H31 年 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 R7 年 R8 年 R9 年 R10 年 R11 年 

人
数
（
人
） 

3 歳 45 39 43 51 45 50 49 56 55 57 60 

4 歳 52 41 51 56 63 69 73 75 82 79 81 

5 歳 49 52 54 53 71 69 75 77 79 87 83 

利
用
率
（
％
） 

3 歳 5.7 5.1 5.6 7.1 6.1 6.9 7.0 7.5 8.0 8.5 9.0 

4 歳 6.6 5.2 6.7 7.1 8.8 9.3 10.0 10.5 11.0 11.5 12.0 

5 歳 6.0 6.5 6.8 6.9 8.9 9.7 10.0 10.5 11.0 11.5 12.0 

 

 

④利用実績に基づくニーズ量算出結果 

 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

教育ニーズ 400 403 403 400 388 

 １号認定（３～５歳） 203 195 187 177 164 

 新２号認定（３～５歳） 197 208 216 223 224 

保育ニーズ 2,116 2,104 2,089 2,078 2,035 

 ３号認定（０歳） 119 120 121 123 124 

 ３号認定（１～２歳） 734 704 700 695 690 

 ２号認定（３～５歳） 1,263 1,280 1,268 1,260 1,221 

 

 

⇒実績の利用率に基づいて推計を行うため、明らかに過大・過少な推計にはなりにくくなってい

ますが、推計期間の利用率をどう設定するかで、見込量が変わってきます。また、教育・保育

以外の子育て支援事業については、潜在的なニーズを十分に把握することができない恐れがあ

ります。 

 

 


